
    公契約大綱 （24.3 京都府） 

はじめに  

 

京都府は、公契約の発注者としての立場から、「公正な競争」、「地域経済への配慮」、

「安心・安全の確保」のバランスがとれた入札契約制度を構築し、公共調達に求められ

る社会的要請に応えていく必要があります。 

この公契約大綱は、そうした観点に立ち、公契約の基本理念とともに、発注者として

主体的に取り組む具体的な内容を、府民の皆さんに分かりやすく示すものです。 

これまでの京都府における入札制度改革の経緯を踏まえ、今回は、建設工事を中心と

して、具体的な取組を取りまとめました。 

今後、社会経済情勢に即応して、柔軟に、かつ、迅速に見直していくこととしていま

す。 
（注）この大綱において「公契約」とは、京都府の代金支払いの原因となる府が締結する契約とします。 

 

Ⅰ 目的 

 

この大綱に基づき、公契約の適正化を進めることにより、公契約に対する府民の信頼

を確保し、府民福祉の増進及び地域経済の健全な発展に寄与します。 

 

Ⅱ 基本方針 

 

公正な競争の下で公共調達を行い、地域経済の活性化や府民の安心・安全の確保を実

現するため、次の事項を公契約の基本とします。 

 

◇公正な競争並びに品質及び価格の適正の確保 

◇入札及び契約の過程における透明性及びコンプライアンスの確保 

◇談合その他の不正行為の排除 

◇地域における雇用及び地域経済に与える効果への配慮 

◇災害発生時における初期対応など地域の安心・安全の確保 

◇技術と経営に優れ地域に貢献する優良な企業の評価 

◇公契約からの暴力団排除の徹底 

◇建設工事の技術力、施工能力を有しない不良不適格業者の排除 

◇事業活動における社会貢献の促進 

 

Ⅲ 府が取り組むべき内容 

 

上記Ⅱの基本方針に基づいて、公契約の適正化を図るため次の取組を進めます。 

なお、具体的な取組は別紙のとおりです。 

１ 健全な競争環境の確保 

◆一般競争入札を基本に公正で透明な入札を実施します。 

◆情報の漏えい防止など万全のコンプライアンス対策を実施します。 

◆談合その他の不正行為を厳しく排除します。 

◆最低制限価格算定基準の適切な見直しなどにより、行き過ぎた低価格競争（ダン

ピング）への対応を強化します。 

２ 地域経済の発展と優良な企業の育成の促進 

◆府内企業（府内に本店を置く企業）への発注を原則とします。例外的に府外企

業に入札参加を認める場合は、その理由について説明責任を果たします。 

◆技術と経営に優れ地域に貢献する優良な企業を評価し、育成します。 

◆災害対応などで地域の安心・安全に貢献する企業を優先する入札方式を実施し

ます。 

◆入札執行残分を地域の事業に還元します。 

◆京都府暴力団排除条例に基づき公契約から暴力団排除を徹底します。 

◆建設工事の入札参加資格審査から工事完成までのプロセスにおいて、不良不適

格業者を排除します。 

 

３ 下請負人へのしわ寄せ防止と適切な労働環境の確保 

◆労働関係法令等の遵守を徹底します。 

◆元請下請関係の適正化を推進するとともに、実効性を確保するための措置を講

じます。 

◆重層的な下請構造を改善します。 

 

４ 事業活動における社会貢献の確保 

◆障害者雇用など社会貢献に積極的な企業を評価します。 

◆環境負荷の低減に積極的な企業を評価します。 

 

Ⅳ 公契約の相手方に求める内容 

 

上記Ⅱの基本方針を踏まえ、関係法令の遵守の下で、公正な競争及び契約の誠実 

な履行を行うとともに、次の事項について重点的に取り組むよう求めます。 

 

１ 下請負人へのしわ寄せ防止と適切な労働環境の確保 

◆労働関係法令等の遵守の徹底を求めます。 

◆元請下請関係適正化指針の遵守を求めます。 

・施工体系図等の提出及び再下請負人等への指導の徹底 

・不適正事案における調査への協力 

・下請重層化の抑制 

 

２ 事業活動における社会貢献の実施 

◆障害者の雇用促進及び障害者等が働きやすい職場環境づくりを求めます。 

◆防災等の地域の安心・安全活動への参加と協働を求めます。 

◆事業活動に伴う環境負荷の低減を求めます。 

 

Ⅴ 評価・検証による改善 

 

   本大綱の取組については、第三者委員会による評価・検証を行いながら、ＰＤＣ

Ａサイクルを実施し、社会経済情勢に応じ、柔軟に、かつ、迅速に見直しを行って

いくこととします。 
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